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3.1.3 機器の重要度および災害復旧における緊急性の分類 

 

(1) 業務の内容 

(a) 業務の目的 

大地震時における救急救命、被災後の生命維持の拠点となる医療施設など重要施設の、

機能保持および耐震性向上を目的として、医療機器など重要機器およびシステムの耐震性

に関して調査検討を行い、地震災害に対する脆弱性を定量的に評価する。 

 

(b) 平成１９年度業務目的 

地震災害時に救急医療活動における重要度および優先度の高い機器の整理分類を行う。

またそれらの機器の既存耐震基準について関連機関等への調査を行うとともに、機器単体

での振動実験の必要な機器を選定する。 

 

(c) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

独立行政法人防災科学技術研究所 

兵庫耐震工学研究センター 

国立保健医療科学院 

 

千葉大学 

名古屋大学(現工学院大)  

主任研究員 

 

施設科学部長 

主任研究官  

教授 

准教授 

佐藤 栄児 

 

筧 淳夫 

小林 健一 

中山 茂樹 

山下 哲郎 

 

(2) 平成１９年度の成果 

(a) 業務の要約 

 病院において災害時に医療機能を維持するために必要と思われる、医療機器の重要度お

よび災害復旧における緊急性について、既往文献および専門家の意見を踏まえて検討した。 

 医療機器の災害対策に関する既往文献としては、宮城県沖地震（1978 年 6 月）の発生を

受けて調査された研究報告書 1)がある。本研究では、この報告書にて提示されている医療

機器の分類指標を参照し、さらに医療機器の最近の状況を反映させるために、専門家への

ヒアリングを実施した。ヒアリング対象者は病院を専門とする建築計画研究者である。ま

た 3.1.1 および 3.1.2 で述べた病院でのヒアリング調査の結果も踏まえて検討を行った。 

 

(b) 業務の成果 

1) 医療機器の影響度と重要度・緊急性について 

 既往文献１では、耐震性を考慮するべき機器の分類として、表１の指標を提示している。

さらに機器の据付方法について、固定型（床・壁・天井の建築構成部材に固定するもの）

および非固定型（床置（車付・車無）あるいは台置の固定しないもの）の２種に分類して

いる。 

 

 



 34

表１ 既往文献における医療機器の分類指標 

Ⅰ（危害型）：機器の移動・転倒・落下等により、現に使用中の患者や職員に対して重大

な人的危害を与えるおそれがあるもの 

Ⅱ（緊急型）：機器震害での機能停止により、診療機能に重大な影響を与えるものであり、

かつ他に代替できるものがないか、使用中の患者や新たな患者に対して緊

急の用途に供する必要があるもの 

Ⅲ（機能型）：Ⅱと同様に診療機能に重大な影響を与えるものであるが、そのうち代替性

のあるもの、あるいは比較的緊急の用途に供する必要の少ないもの 

Ⅳ（混乱型）：機器震害により設置場所周辺を混乱状態に陥れる等、他に与える影響の大

きいもの 

Ⅴ（その他） 

 

 文献１)において具体的に挙げられている機器の種類は以下のようである。 

Ⅰ（危害型）：固定型として各種放射線装置、無影灯、手術台、分娩台など。非固定型とし

て新生児用ベッド、処置台、保育器、集中治療装置など。 

Ⅱ（緊急型）：固定型として滅菌器、蒸留水製造装置。非固定型として検査関係機器。 

Ⅲ（機能型）：非固定型として検査部の機器類。 

Ⅳ（混乱型）：固定型として外来診察ユニット、リハビリテーション用浴槽など。 

Ⅴ（その他）：体温計やビーカーなどの小物類。 

 

 表１は、人的危害や混乱を招く等を含めた、各機器が診療におよぼすいわば「影響度」

を表した分類指標として捉えることが出来るが、災害発生後に医療提供機能を維持するた

めの重要度・緊急性を必ずしも表してはいないと思われる。そこで本研究では、まず既往

文献に倣って医療機器の「影響度」を検討し、次に「重要度」を検討するという２段階の

議論を行った。なお災害復旧における緊急性という観点は、「重要度」の指標に含めるもの

として検討した。 

 まず、「影響度」の指標について最近の状況を反映させるべく、表１の分類をベースに専

門家（病院を専門とする建築計画研究者）の意見を聴取した。その結果、ＲＩ（放射線同

位体）や廃棄物など、「管理が困難になることにより人的危害を加えるおそれがあるもの」

を、類型のひとつとして加えるべきとの意見が出された。この議論をふまえて策定した表

２の分類指標を用いて、医療機器の「影響度」を整理することとした。 
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表２ 医療機器の影響度（下線は本研究において新たに設けた指標） 

Ⅰ（危害型）：機器の移動・転倒・落下等により、現に使用中の患者や職員に対して重大

な人的危害を与えるおそれがあるもの 

ⅠＢ（危害型－管理系）：管理が困難になることで人的危害を与えるおそれがあるもの。Ｒ

Ｉや廃棄物などの関連施設 

Ⅱ（緊急型）：機器震害での機能停止により、診療機能に重大な影響を与えるものであり、

かつ他に代替できるものがないか、使用中の患者や新たな患者に対して緊

急の用途に供する必要があるもの 

Ⅲ（機能型）：Ⅱと同様に診療機能に重大な影響を与えるものであるが、そのうち代替性

のあるもの、あるいは比較的緊急の用途に供する必要の少ないもの 

Ⅳ（混乱型）：機器震害により設置場所周辺を混乱状態に陥れる等、他に与える影響の大

きいもの 

Ⅴ（その他）： 

 

 次に、地震発生後の医療提供における各機器の「重要度」について、過去の震災被害調

査（3.1.1）および軽減化対策のニーズ（3.1.2）にて聴取した専門家（救急医療従事者）の

意見を参照しながら検討した。検討にあたっては、先に述べた「影響度」を加味しつつ議

論をし、とくに重要と思われるものを抽出した。 

 

2) 医療機器の重要度に関する検討結果 

 検討結果を表３に示す。検討対象は、兵庫県南部地震および新潟県中越沖地震の調査に

おいて被害が報告されている医療機器を中心として選択したが、医療機器に関連が深い建

築設備についても併せて対象とした。 

 機器は使用される部門ごとに記載しており、部門・機器名称・重要度・影響度・過去の

地震による被害状況、の各項目と、過去の地震により当該機器が被害を受けたと報告があ

った病院事例を列記している。 

 「重要度」については、災害時に医療機能を維持するにあたり、特に重要と思われる機

器に◎をつけて示した。また、重要な要素ではあるが今回の振動台実験においては検証す

ることが難しいものに○をつけて示した。○に該当するのは主にライフライン関係の建築

設備となっている。 

 「影響度」については、先述の表２の指標を用いて各機器を性格付けた。 

 「過去の地震による被害状況」については、既往調査報告書において当該機器が「１日

以上使用不可（機能停止）」であったと報告されているものを２点（表中「病院事例」の欄

に×で示す）、「数時間で復旧あるいは能力低下」と報告されているものを１点（同、△で

示す）としてカウントし、点数化して示した。 

 「病院事例」については、1～20 は兵庫県南部地震の被災病院、21～24 は新潟県中越沖

地震の被災病院である。 
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 表３に示した、災害発生後の医療提供機能維持という観点からみて重要度が高い（◎）

と思われる機器について、部門別に述べる。 

 病院全体におよぶ建築設備については、コンピュータと搬送機が特に重要と思われる。

コンピュータは近年の診療活動について欠かせないものとなっており、多くの医療機器は

操作のためにコンピュータと組み合わせて使用されることから、特に重要度が高いといえ

る。また搬送機は、高層化した病院建物では必要不可欠である。 

 病棟部門では、レスピレータ（人工呼吸器）が特に重要な機器と思われる。 

 放射線部門では、ＣＴ、Ｘ線テレビ、一般撮影、画像読取装置などが、災害発生後の医

療提供に必要と思われる。重量機器であるＣＴは、過去の震災で移動により使用不可能と

なった事例が多く報告されていることから、機器の耐震性に加えて据付方法の検討が必要

といえる。 

 手術部門は、災害発生後の医療提供に重要な部門であり、機器洗浄や手洗いのための装

置を含めて、重要度が高いといえる。手術に関連して、滅菌装置・オートクレーヴの重要

度も高いであろう。 

 検査部門では、生化学自動分析器、保冷庫が重要と思われる。 

 薬剤部門では、ガラス瓶などを収納する棚の固定が重要と思われる。 

 その他、病歴室の棚の安全性、近年ＩＣＵや手術部門を中心に増えている天井懸垂型の

ユニットなどについても、耐震性を検証しておくべき必要性が高いと考えられる。
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表３ 医療機器の重要度および災害復旧における緊急性の検討結果 
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表３ 医療機器の重要度および災害復旧における緊急性の検討結果（続き） 

 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

災害時にはインフラ関係の建築設備のほか、放射線・手術・検査関係の医療機器が特に

重要と考えられ、これらの機器について、設置の方法を含めて耐震性を検証する必要性が

高く、機器単体での振動実験の対象となる。しかし、それらの機器調達については、単体

実験の実現とあわせて検討を進める。 
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3) 仕様・標準等の策定 

 なし 

 

(3) 平成 20 年度業務計画案 

地震災害時の救急医療活動および情報発信等における重要度および優先度の高い機器

（システム）の整理分類を行う。また、それらの機器の既存耐震基準について関連機関等

への調査を行うとともに、実規模実験に必要な機器選定や実規模実験計画に反映する。 


